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はじめに 

 

 近年の環境問題は、地球温暖化や廃棄物問題などのように、通常の事業活動や日常生

活に起因して発生する形態に変化してきています。さまざまな分野で持続可能な社会の

構築に向けた取組が進められていますが、水道事業においても資源やエネルギー使用の

見直しなどにより環境負荷の低減を図るとともに、環境保全に努める責務が生じていま

す。 

 こうした状況を踏まえ、厚生労働省健康局が策定した「水道ビジョン」(平成 16年 6

月策定、平成 20年 7月改定)では、「環境」を主要政策課題の 1つとして位置付けると

ともに、推進すべき施策の 1つとして環境・エネルギー対策の強化を掲げています。ま

た、水道ビジョンの策定に先立ち、平成 16年 3月に「水道事業における環境対策の手

引書」を策定しました。この手引書は、水道事業における環境への負荷の低減を図ると

ともに環境保全に資することを目的として、水道事業が環境に与える負荷要因を示し、

これらの低減のため環境保全対策の基本方針及び取り組む分野を挙げるとともに、それ

らについての関連法令や参考となる水道事業者の環境保全対策に関する取組事例等を

紹介しています。 

 

 このように、水道関係者により環境・エネルギー対策に関する取組が進められていま

すが、水道事業者における環境・エネルギー対策に係る課題として、以下の事項を挙げ

ることができます。 

・水道ビジョンや地域水道ビジョン作成の手引きにおいて、環境が 5つの主要な政策

課題の 1つに位置付けられているが、水道事業者における環境・エネルギー対策の

取組状況は十分とは言えない。また、各水道事業者が策定した地域水道ビジョンで

は、他の政策課題と比較して、環境・エネルギー対策に関する記述内容は必ずしも

十分でないものが多く見受けられる。 

・環境関連法令や都道府県及び市町村の環境条例・環境基本計画等、国や地方公共団

体における環境分野の上位計画等との関連性・連動性が十分に考慮されているとは

言い難い状況にある。 

・水道事業者の事業規模により、環境・エネルギー対策の取組状況に差異が見受けら

れる。 

 

 以上のような現状、課題を踏まえ、このたび「水道事業における環境対策の手引書」

の改訂を行うこととしました。改訂に当たっては、水道事業者が策定した地域水道ビジ



ョンにおいて環境・エネルギー対策として位置付けられた実現方策について、それを更

に深掘りして具体化していくための検討手順等を示すものとし、水道事業者に対して、

環境・エネルギー対策の推進に関する意識の向上と環境計画の策定、進行管理を促すこ

ととしました。 

 

なお、平成 20年 3月に改定された「京都議定書目標達成計画」では、水道事業にお

ける第１約束期間（2008年～2012年）中の排出削減見込み量として全国で約 35～37万

t-CO2／年と設定されていますが、全国のすべての水道事業者において、水道ビジョン

の目標達成に向けて環境・エネルギー対策を計画的に推進することにより、排出削減見

込み量を更に 20万 t-CO2／年以上上乗せさせることは可能との試算結果が得られてお

り、すべての水道関係者が一致団結して環境・エネルギー対策を一層推進していくこと

が期待されます。 

 

 以上のような状況を踏まえつつ、各水道事業者において環境・エネルギー対策を計画

的に推進していくに当たっての参考資料として、本手引書を活用いただければ幸いです。 
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「水道事業における環境対策の手引書（改訂版）」の概要と活用方法 

 

◆改訂の目的 

 厚生労働省では、水道事業において環境・エネルギー対策をより積極的に進めていくため

の手引書として、平成 16年 3月に「水道事業における環境対策の手引書」を策定しましたが、

策定から 5年間が経過し、環境・エネルギー対策に関する技術の進歩や各種制度の改正が図

られるなど、本テーマを取り巻く状況は変化していることから、このたび同手引書を改訂す

ることとしました。 

改訂に当たっては、水道事業者が策定した地域水道ビジョンにおいて環境・エネルギー対

策として位置付けられた実現方策について、それを更に深掘りして具体化していくための検

討手順等を示すものとし、水道事業者に対して、環境・エネルギー対策の推進に関する意識

の向上と環境計画の策定、進行管理を促すこととしました。改訂は、以下の 4点に主眼を置

くこととしました。 

 

①水道事業における環境計画の策定、進行管理等の検討手順、手法等を具体的に示すこと

により、実践的なものとする。 

②国や地方公共団体における環境分野の上位計画等との関連性・連動性に留意したものと

する。 

③環境計画の策定例を提示するなど、水道事業者における使い勝手を考慮したものとする。 

④環境対策の具体例や環境関連法令等の各種制度等については最新の状況を踏まえたもの

とするとともに、今後の情報更新への対応という視点も念頭に置くものとする。 

 

 水道事業において計画的な対策促進が求められる環境対策について、環境関連法令等や水

道ビジョン、地域水道ビジョンとの関係も含めてイメージとして図示すると、図-0-1 のよう

になります。 

また、「水道事業における環境計画」に求められる要件を、地域水道ビジョンとの関係を踏

まえて整理すると表-0-1 のようになります。 
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地域水道ビジョン

水道ビジョン
環境基本法

環境基本計画

○○県環境条例

○○県環境基本計画

□□市環境条例

□□市環境基本計画

水道事業における
環境計画

対策の検討

上位計画等の整理

対策候補案の
実行の可能性の評価

対策の実施

環境計画の進行管理

国

都
道
府
県

市
町
村

安心

安定

持続

国際

水道ビジョンが掲げる5つ
の政策課題に関して、将来
像を描き、実現のための方
策を示す。

安心

安定

持続

国際

地域環境基本計画の目
標達成の一助となる。

地域環境基本計画の目
標達成の一助となる。

環境

・浄水汚泥の有効利用
・省エネルギー、石油代替
エネルギー導入の推進
・有効率の向上
・エネルギー原単位の削減
　等

地域水道ビジョ
ンの環境施策
を計画的かつ
具体的に推進
する。

地球温暖化対策推進法

水道事業に係る
環境関連法令

循環型社会形成推進法

水質汚濁防止法

廃棄物処理法

建設リサイクル法

エネルギー使用合理化法

環境への配慮を
あまり実行には
移せていない。

地球温暖化対策推進法

環境関連法令や計画など
を考慮して水道ビジョンに
おける環境方針を策定。

コミュニケーション

現状把握に基づく
課題の整理

基本方針の設定

対策候補案の選定

環境

環境基本法に基づき、
各環境負荷側面毎に
詳細な法令を策定

条例に基づき、地域毎の環境施策を総
合的かつ計画的に実施するために策定

条例に基づき、地域毎の環境施策を総
合的かつ計画的に実施するために策定

法令に基づき制定

法令に基づき制定

体制の確立

その他の環境関連法令

  

図-0-1 水道事業における環境対策と環境関連法令等、水道ビジョン等との関係 

表-0-1 水道事業における環境計画に求められる要件（地域水道ビジョンとの関係） 

項 目 地域水道ビジョン 水道事業における環境計画 

策定対象 
・ 全ての水道事業者 ・ 地域水道ビジョンを策定した水道

事業者 

目的 

・ 水道ビジョンが掲げる「安心」、「安

定」、「持続」、「環境」及び「国際」

の各政策目標を達成していくため

の方策等を示す。 

・環境対策を計画的に推進するため、

地域水道ビジョンの環境・エネル

ギー対策に係る記載内容をより具

体的に深堀りする。 

検討手順 

①事業の現状分析・評価 

②将来像の設定 

③目標の設定 

④実現方策の検討 

① 現状把握に基づく課題の整理 

② 対策の検討 

③ 対策の実施 

④ 環境計画の進行管理 

⑤ コミュニケーション 

⑥ 体制の確立 

計画期間 

・ 10年程度を目標期間とする。 ・ 地域水道ビジョンの目標期間との

整合にも考慮しつつ、3 年～10 年

程度の期間とする。 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

・ 目標の達成状況及び各実現方策の

進捗状況について定期的にレビュ

ーし、必要に応じて見直しを行う。 

・ 目標の達成状況及び各実現方策の

進捗状況について定期的にレビュ

ーし、必要に応じて見直しを行う。 



 iii 

◆手引書（改訂版）の構成 

 「水道事業における環境対策の手引書（改訂版）」は、以下のとおり第Ⅰ編～第Ⅲ編及び資

料編、用語集から構成されています。 

  第Ⅰ編 水道事業における環境対策 

  第Ⅱ編 水道事業における環境計画策定と進行管理の手引き 

  第Ⅲ編 水道事業における環境対策の具体例 

 

 各編の概要については以下記載及び図-0-2 のとおりです。 

 

第Ⅰ編 水道事業における環境対策 

・環境問題の背景や関連する法令等を概説し、水道事業における環境負荷の現状および環境・

エネルギー対策の取組の現状を示すとともに、水道事業における環境対策の推進の必要性

を説明しています。 

 

第Ⅱ編 水道事業における環境計画策定と進行管理の手引き 

・ 水道事業者における環境対策の計画的実施に資するため、水道事業における環境計画の

策定と進行管理の手順を示しました。 

・ 環境計画の策定については、現状把握と課題の整理、基本方針と数値目標等の設定、目

標達成に向けた対策の計画的実施等について、検討手順や留意事項等を示しています。 

・ また、策定した環境計画の進行管理の手順、需要者とのコミュニケーション、体制の確

立等についても示しています。 

・ さらに、水道事業者において本手引書をより利用しやすくするため、環境計画の策定例

を提示しています。 

 

第Ⅲ編 水道事業における環境対策の具体例 

・ 環境・エネルギー対策の種類別に、水道事業者において実際に取組が行われている具体

例を紹介しています。 

 

資料編 

・ 水道事業者等において環境対策を検討し、または環境計画の策定、進行管理を図る上で

参考となる法令や国庫補助制度などを掲載しています。 

 

用語集 

・ 本手引書で用いられている各種用語について解説しています。 
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資料編

地域水道ビジョン作成の手引き（全文）
水道事業に関わる主な環境関連法令等（抜粋）
省エネルギー対策・再生可能エネルギー導入等に
係る関係府省の国庫補助制度等
参考文献

・
・
・

・

用語集

環境関連の用語の解説

第Ⅲ編　水道事業における
環境対策の具体例

省エネルギー・省CO2（地球環境保全）
資源循環
健全な水循環
その他環境保全
環境管理
研究開発
社会活動

水道事業者等における取組の
具体例を紹介

・
・
・
・
・
・
・
・

第Ⅱ編　水道事業における
環境計画策定と進行管理の手引き

現状把握に基づく課題の整理

・
・

対策の検討

環境負荷の現状把握
現状の取組の評価及び課題の抽出

上位計画等の整理
基本方針の設定
計画期間の設定
対策の数値目標等の設定
対策候補の選定
対策候補の実行可能性の評価
環境計画において位置付ける対策の選定
環境計画のフォローアップ

・
・
・
・
・
・
・
・

対策の実施

・
・
関係機関との連携
技術開発・調査研究等の成果の活用

環境計画の進行管理
現状把握及び課題の整理に関する見直し
フォローアップ
環境活動の評価や管理に関する枠組みの活用

・

・

コミュニケーション
需要者への情報提供
社会貢献
水道水の環境面の優位性のＰＲ

・
・
・

体制の確立
推進体制の構築
職員への環境教育
推進体制の事例

・
・
・

環境計画の策定（策定例の提示）

第Ⅰ編　水道事業における環境対策

環境問題の背景と関連する法体系等

・
・
・
・
・
・

水道事業における環境対策の
推進の必要性を提示

水道事業における環境負荷の概要と現状

水道事業における環境・エネルギー対策の
取組の現状

環境問題の背景
水道事業における環境負荷
関連する法令及び計画等
水道ビジョンにおける環境・エネルギー対策
地域水道ビジョンにおける環境・エネルギー対策
水道事業における環境対策の推進

水道事業における資源投入量と環境負荷量
水道事業における環境負荷の現状

・
・

環境・エネルギー対策の種類
環境・エネルギー対策の取組状況

・
・

 

 

図-0-2 「水道事業における環境対策の手引書（改訂版）」の構成 
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◆手引書（改訂版）の活用方法 

 水道事業者において環境対策を計画的に実施していくためには、職員一人ひとりが環境保

全に対する意識の高揚を図るとともに、各々の役割を認識した上で取り組むことが必要です。

本手引書は、各職員がそれぞれの役割や立場に応じて活用できるようになっています。 

 本手引書の活用方法を例示すると以下のとおりです。 

 

○ 環境関連法令等を概観するには 

  ⇒「第Ⅰ編 水道事業における環境対策」及び資料編（資料-2）を参照 

○ 水道事業における環境負荷の現状や環境・エネルギー対策の取組状況を概観するには 

  ⇒「第Ⅰ編 水道事業における環境対策」を参照 

○ 環境計画の策定手順及び進行管理の方法を理解するには 

  ⇒「第Ⅱ編 水道事業における環境計画策定と進行管理の手引き」を参照 

○ 環境計画の策定例を参考として環境計画を策定するには 

⇒「第Ⅱ編 第 7章 環境計画策定例」を参照 

○ 他の水道事業者における取組事例を参考とするには 

⇒「第Ⅲ編 水道事業における環境対策の具体例」を参照（「水道施設におけるエネルギ

ー対策の実際-2009」（日本水道協会）についても併せて参照） 

○ 省エネルギー対策・再生可能エネルギー導入等に係る関係府省の国庫補助制度等を把握す

るには 

  ⇒資料編（資料-3）を参照 

 


